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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　印刷フォームとして使用するために、少なくとも２つの感光性エレメントを互いに溶接
する方法であって：
　（ａ）熱可塑性バインダーと、モノマーと、光開始剤とを含む感光層をそれぞれが含む
、前記少なくとも２つの感光性エレメントを提供するステップと；
　（ｂ）第２の感光性エレメントの端部と溶接する第１の感光性エレメントの端部が、互
いに密接に接触して溶接線を形成するように、前記少なくとも２つの感光性エレメントを
並べて配置するステップと；
　（ｃ）マイクロ波放射手段からマイクロ波放射を加えるステップであって、前記マイク
ロ波放射が、前記端部の実質的に近傍の領域上に当たるステップと、を含む、方法。
【請求項２】
　感光性エレメントを印刷フォームとして使用するために、前記感光性エレメントの２つ
の端部を互いに溶接する方法であって：
　（ａ）熱可塑性バインダーと、モノマーと、光開始剤とを含む感光層を含む前記感光性
エレメントを提供するステップと；
　（ｂ）互いに溶接される２つの端部が、互いに密接に接触して溶接線を形成するように
、感光性エレメントの前記２つの端部を並べて配置するステップと；
　（ｃ）マイクロ波放射手段からマイクロ波放射を加えるステップであって、前記マイク
ロ波放射が、前記端部の実質的に近傍の領域上に当たるステップと、を含み、
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　前記工程（ｃ）で生じる感光性エレメントが、円筒形である、方法。
【請求項３】
　請求項１または２の方法に、さらに以下の工程（ｄ）：
　（ｄ）前記工程（ｃ）で生じた感光性エレメントの層を化学線に像様露光する工程、及
び工程（ｅ）：
　（ｅ）前記工程（ｄ）のエレメントを熱または溶液で処理して、印刷に適したレリーフ
表面を形成する工程、
　を含むことを特徴とするフレキソ印刷フォームの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、端部で互いに溶接された２つ以上の感光性エレメントからフレキソ印刷フォ
ーム、特に凸版印刷フォームを製造する方法であって、溶接がマイクロ波エネルギーによ
って行われる方法に関する。本発明は、円筒形感光性エレメントの端部をシールすること
にも関する。マイクロ波エネルギーを使用することで、溶接によって、溶接線がほぼ消失
した平滑な表面が得られる。
【背景技術】
【０００２】
　フレキソ印刷版は、包装材料、たとえば、厚紙、プラスチックフィルム、アルミニウム
箔などの軟質で変形が容易なものから比較的硬質なものまでの範囲の表面の印刷における
使用がよく知られている。フレキソ印刷版は、米国特許第４，３２３，６３７号明細書お
よび米国特許第４，４２７，７５９号明細書に記載されるものなどの光重合性組成物を含
有する感光性エレメントから製造することができる。光重合性組成物は、一般に、エラス
トマー性バインダー、少なくとも１種類のモノマー、および光開始剤を含む。感光性エレ
メントは、一般に、支持体層と、カバーシートまたは多層カバー要素との間に挟まれた光
重合性層を有する。化学線を像様露光することによって、光重合性層の光重合が露光領域
で起こり、それによって層の露光領域が硬化し不溶性になる。
【０００３】
　従来、エレメントは、好適な溶液を用いて処理され、たとえば、溶剤または水を主成分
とする洗浄が行われることで、光重合性組成物層の未露光領域が除去され、フレキソ印刷
に使用できる印刷レリーフが残る。溶液現像の代替法の１つとして、「乾式」熱現像方法
を使用することができ、これによって未露光領域が除去される。熱現像方法においては、
化学線に像様露光した光重合性層と、吸収材料との接触を、感光層の未露光部分中の組成
物が軟化または溶融して吸収材料中に流動するのに十分な温度で行う。米国特許第３，０
６０，０２３号明細書（Ｂｕｒｇら）、米国特許第３，２６４，１０３号明細書（Ｃｏｈ
ｅｎら）、米国特許第５，０１５，５５６号明細書（Ｍａｒｔｅｎｓ）、米国特許第５，
１７５，０７２号明細書（Ｍａｒｔｅｎｓ）、米国特許第５，２１５，８５９号明細書（
Ｍａｒｔｅｎｓ）、および米国特許第５，２７９，６９７号明細書（Ｐｅｔｅｒｓｏｎら
）を参照されたい。
【０００４】
　光重合性材料は、溶剤キャスティング、ホットプレス、カレンダー加工、および押出成
形などのいくつかの周知の方法によってシートまたは層を形成することができる。フレキ
ソ印刷エレメントとして使用するための光重合性材料の好ましい形成方法の１つは、光重
合性材料の押出成形－カレンダー加工による方法である。フィルムは、複数の層または複
合フィルムを含むことができる。多層ウェブとしての印刷エレメントは、好適な寸法のシ
ートに切断することができる。ポリマー組成物の押出成形およびカレンダー加工は、たと
えばＧｒｕｅｔｚｍａｃｈｅｒらの米国特許第４，４２７，７５９号明細書に開示されて
いる。
【０００５】
　しかし、多くの用途においては、より大きなエレメントを形成するため、または特定の
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形状のエレメントを形成するために、感光性エレメントの２つのシートの融合または溶接
が必要となる。このような２つ以上の感光性エレメントの溶接によって、化学線に像様露
光した感光性エレメントから未照射または未加工の材料を除去して最終的に形成される微
細なレリーフ構造に干渉しない継ぎ目が形成されるべきである。干渉を回避するために、
溶接線または継ぎ目が目立った特徴を形成しないことが必要である。レリーフ構造に対す
る干渉が最小限のみとなる溶接線を形成するために、溶接を局所化させるべきである。感
光性エレメントの端部を軟化させ溶融させるエネルギー源は、継ぎ目または溶接線の周囲
および上の領域に非常に正確に、局所的にのみエネルギーを照射すべきであり、同時に感
光性エレメントの他の領域の加熱および軟化は回避されるべきである。言うまでもなく、
エネルギー源は、感光性エレメントの端部材料を軟化させ溶融させるようなエネルギー源
であるべきである。明らかに、溶接は、可能な限り短時間で行うべきである。
【０００６】
　典型的な光重合性印刷エレメントはシート形態で使用されるが、連続した円筒形で印刷
エレメントを使用することの特定の用途および利点が存在する。連続印刷エレメントは、
版の継ぎ目でプリントスルーが起こることなくデザインを容易に印刷できるため、壁紙、
装飾およびギフト用包装紙、ならびに位置がぴったり合った状況などの連続デザインのフ
レキソ印刷における用途を有する。さらに、このような連続印刷エレメントは、正確な位
置決めを実現するためにレーザーを露光するために、ドラムの代わりに使用するかドラム
上に搭載することができるレーザー露光装置上への搭載に適している。さらに、印刷プレ
ス上に円筒形印刷フォームを搭載することによって、多色画像の位置決めが非常に向上し
容易になる。
【０００７】
　連続印刷エレメントの形成は、いくつかの方法によって行うことができる。通常は印刷
スリーブ支持体または印刷シリンダー自体の周囲にエレメントを巻き付け、次に加熱する
ことで端部を互いに連結して、連続したエレメントを形成することによって、光重合性平
坦シートエレメントを再加工することができる。板の端部を連結して円筒形にする方法は
、たとえば、独国特許第２８　４４　４２６号明細書、英国特許第１　５７９　８１７号
明細書、欧州特許出願公開第０　４６９　３７５号明細書、米国特許第４，８８３，７４
２号明細書、および米国特許第４，８７１，６５０号明細書に開示されている。これらの
方法は、巻き付けた後に、端部を連結するためにある温度までシートを加熱するので、円
筒形印刷エレメントを完全に形成するために長時間を必要とする場合がある。
【０００８】
　一般に、特に第１および第２の端部が融解する場所における円筒形感光層の厚さの不均
一性、または表面の乱れは、所望の厚さ均一性まで感光層を研磨することによって除去す
ることができる。過剰のポリマー材料を除去して所望の厚さ均一性を得るために、砥石を
用いた研磨が従来方法の１つである。
【０００９】
　円筒形感光性エレメントの場合の上記方法において、光重合性層の端部は、たとえば加
熱または接着によってシールする必要がある。接着剤を使用して光重合性層が円筒形支持
体に取り付けられる場合、接着剤による気泡またはむらが光重合性層上に現れる。光重合
性層を円筒形支持体に取り付けるために加熱が使用される場合は、２つの端部を互いに融
合させて継ぎ目を形成するか、または２つの端部を互いに重ね合わせて光重合性層の２倍
の厚さのストリップを形成することで、シールが行われる。したがって、光重合性層の２
つの端部の融合または接着によって形成される継ぎ目のため（「継ぎ目効果」）、２つの
端部の重なり合いのため（「重なり合い効果」）、接着層に関連する気泡またはその他の
欠陥のため（「接着不均一性」）、または光重合性層表面を不均一にする任意の他の理由
のため（「他の不均一性」）、円筒形感光性エレメントは、むらのあるまたは不均一な表
面を有する可能性がある。継ぎ目効果、重なり合い効果、接着不均一性、または他の不均
一性（本明細書では以降一括して「不均一性」と呼ぶ）は、後の凸版印刷において問題を
発生させることがあり、その場合、印刷面上に望ましくない欠陥として不均一性が転写さ
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れる。円筒形印刷フォームが使用される場合、すなわち基材に印刷される場合に、最終製
品への不均一性の転写を回避するために、光重合性層は継ぎ目がなく平滑となるべきであ
る。したがって、継ぎ目効果、重なり合い効果、接着不均一性、およびその他の不均一性
を緩和する、継ぎ目がなく平滑な円筒形感光性エレメントを製造するための容易で、比較
的迅速であり、生産性のある方法が必要とされている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　したがって、感光性エレメントが平坦シートまたは円筒形のいずれの場合も、感光性エ
レメントの２つの端部、平坦シートの場合は２つの異なる感光性エレメントの２つの端部
、および同一の円筒形感光性エレメントの２つの端部の継ぎ目のない溶接が必要とされて
いる。同時に、感光性エレメントの近傍の領域に実質的に影響を与えることなく、溶接ま
たはシールする端部において非常に正確にエネルギーが供給されるべきである。また、溶
接方法は、感光性エレメントのトポグラフィ、または感光性エレメントの物理的性質のい
ずれかの乱れに関して、感光性エレメントの他の領域に影響を与えることなく、非常に迅
速に行われるべきである。本発明は上記要求に対処する。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、印刷フォームとして使用するために、少なくとも２つの感光性エレメントを
互いに溶接する方法であって：
　（ａ）熱可塑性バインダーと、モノマーと、光開始剤とを含む感光層をそれぞれが含む
、前記少なくとも２つの感光性エレメントを提供するステップと；
　（ｂ）第２の感光性エレメントの端部と溶接する第１の感光性エレメントの端部が、互
いに密接に接触して溶接線を形成するように、前記少なくとも２つの感光性エレメントを
並べて配置するステップと；
　（ｃ）マイクロ波放射手段からマイクロ波放射を加えるステップであって、前記マイク
ロ波放射が、前記端部の実質的に近傍の領域上に当たるステップと
を含む方法に関する。
【００１２】
　別の一実施形態においては、本発明は、印刷フォームを感光性エレメントとして使用す
るために、円筒形感光性エレメントの２つの端部を互いに溶接する方法であって：
　（ａ）熱可塑性バインダーと、モノマーと、光開始剤とを含む感光層を含む前記感光性
エレメントを提供するステップと；
　（ｂ）互いに溶接される２つの端部が、互いに密接に接触して溶接線を形成するように
、円筒形感光性エレメントの前記２つの端部を並べて配置するステップと；
　（ｃ）マイクロ波放射手段からマイクロ波放射を加えるステップであって、前記マイク
ロ波放射が、前記端部の実質的に近傍の領域上に当たるステップと
を含む方法に関する。
【００１３】
　本発明は、以下のように説明される添付の図面と関連する以下の本発明の詳細な説明か
らより十分に理解できる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１Ａ】２つの平面状感光板のマイクロ波溶接を示す概略図である。
【図１Ｂ】図１に開示されるものと同じ実施形態の概略図であるが、上面図から実施形態
を示している。
【図２】円筒形感光性エレメントを支持体上に溶接するためのマイクロ波手段を示す本発
明の第２の実施形態の概略斜視図である。
【図３】２つの円筒形感光性エレメントを互いに溶接するためのマイクロ波手段を示す本
発明の第３の実施形態の概略斜視図である。
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【図４】不均一な溶接線を有する２つの平面状感光板を示す本発明の第４の実施形態の概
略斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下の詳細な説明の全体にわたって、図面のすべての図における類似の参照文字は類似
の要素を意味する。
【００１６】
　一実施形態においては、本発明は、印刷フォームとして使用するための少なくとも２つ
の感光性エレメント（板）、たとえば並べて配置された２つの平面状（平坦シート）感光
性エレメントまたは２つの円筒形感光性エレメントを互いに溶接する方法に関する。本発
明は、円筒形構成の感光性エレメントの２つの端部を溶接する方法にも関する。端部の溶
接またはシールは、マイクロ波エネルギーによって行われる。電磁スペクトルにおいて、
３００ＭＨｚ～３０ＧＨｚの周波数範囲内の放射線が一般にマイクロ波放射線と呼ばれる
。１ＧＨｚは１，０００ＭＨｚであることに留意されたい。この波長範囲は、水分子がこ
の励起に応答するため調理および乾燥などの産業で多く使用されることが分かっている。
たとえば、マイクロ波調理機器の一般的な周波数は２．４５ＧＨｚであり、これは遊離状
態および結合状態の水の加熱に最適である。
【００１７】
　特に、本発明は、マイクロ波放射を使用して感光性エレメントの端部を加熱し溶接する
ことが可能な方法を意図している。感光性エレメントは、光重合性組成物層の少なくとも
一部を溶融または軟化または流動させる（液化させる）のに十分な温度まで部分的に液化
可能な感光層または光重合性組成物層を有する。一実施形態においては、本発明の方法は
、熱可塑性バインダーと、モノマーと光開始剤とを含む感光層をそれぞれが含む少なくと
も２つの感光性エレメントを提供するステップと；第２の感光性エレメントの端部と溶接
される第１の感光性エレメントの端部が互いに密接に接触して溶接線を形成するように、
前記少なくとも２つの感光性エレメントを並べて配置するステップと；マイクロ波放射手
段からマイクロ波放射を加えるステップであって、前記マイクロ波放射が、シールまたは
溶接が望ましい前記端部の実質的に近傍の領域上に当たるステップと、を含む。熱はこの
領域に集中する。別の言い方をすると、シールの目的で、感光板全体、またはさらにはそ
の大部分を加熱し液化させる必要はない。以降、２つの端部が出会う溶接線の周囲の実質
的に近傍の領域を、「局所加熱区域」と呼ぶ。以降、本発明の方法を「マイクロ波溶接方
法」とも記載する。
【００１８】
　場合により、溶接圧力の存在下で溶接される感光性エレメントの溶接線に沿った２つの
端部の間に、マイクロ波感受性インプラント（電磁吸収材料）の薄層が挿入される。マイ
クロ波エネルギーによって、電磁吸収材料の温度が上昇し、その結果、電磁吸収材料は２
つの感光性エレメントおよび溶接線に熱を伝導し、界面でポリマーの溶融層が形成される
。マイクロ波放射がその成分上に入射すると、エネルギーは熱可塑性感光板を伝播するが
、マイクロ波受容性インプラントによって吸収されることで、加熱される。電磁吸収材料
は、渦電流、ヒステリシス、または誘電損失などの異なる機構で加熱することができる。
インプラントの温度が感光性エレメント中の周囲の熱可塑性材料の軟化点に到達すると、
接合部にわたって材料が流動し始め、マイクロ波エネルギーを停止させて加圧下で熱可塑
性材料が冷却されると溶接部が形成される。低から中の誘電損失率を有する感光性エレメ
ントは、溶接線に電磁吸収材料は不要である。溶接線が集中したマイクロ波放射の下を通
ると、溶接線の温度が上昇して、ポリマーの溶融温度に到達する。同時に、局所的な融合
が圧力の存在下で起こり、その結果として溶接部が形成される。高い誘電損失率を有する
感光性エレメントは、界面に電磁吸収材料が必要である。集中したマイクロ波放射の下で
、電磁吸収材料は感光性エレメントよりもマイクロ波エネルギーを速く吸収し、次に蒸発
して、溶接線において局所加熱区域が残る。圧力の存在下で溶接線において融着が起こり
、その結果として溶接部が形成される。典型的な電磁吸収材料としては、－ＯＨ結合、－
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ＣＯ結合、－ＮＯ結合、および－ＮＨ結合を有する材料および溶剤が挙げられる。溶接プ
ロセス中、これらの材料の一部は蒸発し、一部は溶接領域中に残存する。
【００１９】
　引き続くステップにおいて、溶接感光性エレメントを化学線に像様露光させる。化学線
への像様露光によって、光重合性層の一部が硬化する。続いて、感光性エレメントの溶剤
系現像の従来ステップを含むフレキソ印刷版の現像が行われる。溶剤系現像において、溶
剤（溶液）によって、光重合性組成物層の未硬化部分または未照射部分が溶解し、これは
現像媒体と接触させることによって行われる。あるいは、像様露光後、感光板は熱的に現
像することができる。熱現像においては、感光性エレメントは、光重合性組成物層の未硬
化部分または未照射部分が液化する現像温度まで加熱し、現像媒体と接触させることによ
って行われる。両方の場合で、光重合性組成物層を部分的に液化させることができる。現
像媒体は、現像材料、吸収材料、現像ウェブ、吸収ウェブ、またはウェブとも呼ばれる。
光重合性組成物層の硬化部分または未照射部分は、光重合性組成物層の未硬化または未照
射部分よりも高い溶融温度または軟化温度または液化温度を有し、したがって熱現像温度
では液化しない。フレキソ印刷版を形成するための感光性エレメントの熱現像は、米国特
許第５，０１５，５５６号明細書、米国特許第５，１７５，０７２号明細書、米国特許第
５，２１５，８５９号明細書、および国際公開第９８／１３７３０号パンフレットに記載
されている。しかし、本発明は、溶剤系現像または熱現像プロセスのいずれの使用も適用
できる。
【００２０】
　用語「溶融」は、吸収材料によって吸収することができるように軟化して粘度が低下す
る、高温にさらされた光重合性組成物層の未硬化部分または未照射部分の挙動を表すため
に使用される。光重合性組成物層の溶融可能な部分の材料は、通常、固体と液体との間で
明確な転移を示さない粘弾性材料であり、そのため、このプロセスは、現像媒体への吸収
に関するある閾値よりも高温に加熱された光重合性組成物層を吸収する機能を果たす。し
たがって、光重合性組成物層の未硬化部分または未照射部分は、高温にさらされたときに
軟化または液化する。しかし本明細書全体にわたって、用語「溶融」、「軟化」、および
「液化」は、組成物が固体状態と液体状態との間で明確な転移温度を示すかどうかとは無
関係に、光重合性組成物層の加熱された未硬化部分または未照射部分の挙動を表すために
使用することができる。本発明の目的のためには光重合性組成物層を「溶融」させるため
に広い温度範囲を使用することができる。吸収は、プロセスの上首尾の作業中に、より低
温でより遅くしたり、より高温でより速くしたりすることができる。
【００２１】
　すべての実施形態における感光性エレメントは、板の形態である。２つの板を並べて端
部をシールするために平坦な土台の上で２つの感光板を固定することも、端部を溶接して
円筒形エレメントを作製するためにドラム上に１つの板を固定することもできる。別の方
法では、一実施形態において、２つの板をドラム上に固定して、並べて配置した２つの板
の円筒形端部を溶接することができる
【００２２】
　本発明の一実施形態においては、マイクロ波溶接は、並べて配置した２つの板の端部の
局所加熱区域を加熱するステップを含む。２つの近接して配置された端部を含む局所加熱
区域に衝突したマイクロ波放射によって、感光性エレメントの光重合性組成物層の外面が
、層の一部を液化させるのに十分な温度Ｔｒまで加熱される。より具体的には、本発明に
おいて、感光性エレメント全体は同時に加熱されず、その代わりに、マイクロ波放射手段
は２つの感光性エレメントの溶接される端部に沿って横断する。必要に応じ、溶接線に沿
ってマイクロ波溶接が繰り返される。
【００２３】
　少なくとも１つの光重合性組成物層（および存在する場合は追加の層）は、マイクロ波
放射によって、光重合性層の硬化性部分を溶融させて、２つの感光板を溶接するのに十分
な温度まで加熱される。
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【００２４】
　一実施形態においては、本発明は、印刷フォームとして使用するための、継ぎ目のない
平滑な円筒形感光性エレメントの製造方法を提供する。２つの近接して配置された端部を
含む局所加熱区域に当たるマイクロ波放射によって、感光性エレメントの光重合性組成物
層の外面が、層の一部を液化させるのに十分な温度Ｔｒまで加熱される。この方法によっ
て、不均一性のない、または不均一性のレベルが実質的に減少した平滑で継ぎ目のない表
面を有する感光性組成物から形成された層から円筒形感光性エレメントが提供される。感
光性エレメントは、像様露光および処理の後に、印刷に適した表面を有する円筒形印刷エ
レメントとなるように適合させる。
【００２５】
　本発明において、感光性エレメントの像様露光の前に、感光層（光重合性層）の外面を
高温まで加熱する。高温とは、層の端部が軟化するのに十分な温度を意味する。一般的に
言えば、感光性エレメント中のポリマー材料のガラス転移温度より高い温度は、感光層の
外面を軟化させるのに十分であろう。
【００２６】
　図１Ａおよび１Ｂは本発明の一実施形態を示している。図１Ａおよび１Ｂに示されるよ
うに、２つの感光板（１０および２０）は、たとえばポリテトラフルオロエチレン（ＰＴ
ＦＥ）でできたバッキング（３０）の上に並べて配置される。２つの板は端部で互いに接
触して溶接線（４０）を形成する。記載の溶接線（４０）の実質的に近傍の領域を局所加
熱区域（４５）と呼ぶ。この領域（４５）は、マイクロ波放射（５０）の衝突による２つ
の板（１０および２０）の他の領域の何らかの形態の溶融または液化がより起こりやすい
。
【００２７】
　マイクロ波放射は、マイクロ波導波管（６５）を含むマイクロ波放射手段またはマイク
ロ波装置（５０）から供給される。マイクロ波導波管（６５）には、マイクロ波アプリケ
ーター（７０）が取り付けられる。マイクロ波アプリケーター（７０）は、一般に、溶接
線（４０）に沿った方向を移動する。電界（８０）は感光板（１０および２０）の面と平
行な方向にある。しかし、マイクロ波エネルギー流（８５）は、この電界（８０）に対し
て垂直の方向となる。電界（８０）は、２つの感光板（１０および２０）の局所加熱区域
（４５）に入り込む。結果として２つの板（１０および２０）および溶接線（４０）に伝
達されたマイクロ波エネルギー（８５）は、２つの板（１０および２０）の間を溶接する
のに利用される。マイクロ波放射（６０）は溶接線（４０）上に、わずか数秒、約１秒～
約１２０秒当たる。
【００２８】
　図２は、本発明の別の一実施形態を示している。図２は、支持体（図示せず）上に取り
付けられた円筒形の１つの感光板（１０）を示している。感光板（１０）の２つの端部は
溶接線（４０）を形成し、これはマイクロ波放射を使用して互いにシールされる。記載の
溶接線（４０）の実質的に近傍の領域を局所加熱区域（４５）と呼ぶ。この領域（４５）
は、マイクロ波放射（６０）が当たることによる板（１０）の他の領域の何らかの形態の
溶融または液化がより起こりやすい。
【００２９】
　マイクロ波放射は、マイクロ波アプリケーター（７０）が取り付けられたマイクロ波導
波管（６５）を含むマイクロ波装置（５０）から供給される。マイクロ波アプリケーター
（７０）は、一般に、溶接線（４０）に沿った方向を移動する。電界（８０）は、溶接線
（４０）の接線方向と平行の方向にある。しかし、マイクロ波エネルギー流（８５）は、
この電界（８０）に対して垂直の方向となる。電界（８０）は感光板（１０）の局所加熱
区域（４５）に入り込む。結果として板（１０）および溶接線（４０）に伝達されたマイ
クロ波エネルギー（８５）は、２つの端部の間を溶接するのに利用される。マイクロ波放
射（６０）は溶接線（４０）上に、わずか数秒、約１秒～約１２０秒当たる。
【００３０】
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　図３は、本発明の別の一実施形態を示している。図３に示されるように、２つの円筒形
感光板（１０および２０）が、円筒形支持体（図示せず）上に並べて配置されている。２
つの板は、端部が互いに接触している（４０）。記載の溶接線（４０）の実質的に近傍の
領域を局所加熱区域（４５）と呼ぶ。この領域（４５）は、２つの板（１０および２０）
の他の領域よりも、マイクロ波放射（５０）が当たることによる何らかの形態の溶融また
は液化が起こりやすい。
【００３１】
　マイクロ波放射は、マイクロ波導波管（６５）を含むマイクロ波装置（５０）から供給
される。マイクロ波導波管（６５）には、マイクロ波アプリケーター（７０）が取り付け
られる。マイクロ波アプリケーター（７０）は、一般に、溶接線（４０）に沿った方向を
移動する。この実施形態において、２つの円筒形感光板（１０および２０）は、支持体に
よる移動の結果としてそれらの軸上で移動することができる。電界（８０）は感光板（１
０および２０）の面と平行な方向にある。しかしマイクロ波エネルギー流（８５）は、こ
の電界（８０）に対して垂直の方向となる。電界（８０）は、２つの感光板（１０　７　
２０）の局所加熱区域（４５）に入り込む。結果として２つの板（１０および２０）およ
び溶接線（４０）に伝達されたマイクロ波エネルギー（８５）は、２つの板（１０および
２０）の間の溶接に利用される。溶接線（４０）に当たるマイクロ波放射（６０）の滞留
時間は、わずか数秒、約１秒～約１２０秒である。感光板（１０および２０）の回転速度
は、溶接線（４０）上の特定の場所の露光の所望の滞留時間が得られるように制御するこ
とができる。
【００３２】
　同様に、図４は、本発明の別の一実施形態を示している。２つの感光板（１０および２
０）は、たとえばポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）でできたバッキング（３０）
上に並べて配置される。２つの板は、端部で互いに接触している（４０）。記載の溶接線
（４０）の実質的に近傍の領域を局所加熱区域（４５）と呼ぶ。この領域（４５）は、マ
イクロ波放射（５０）が当たることによる２つの板（１０および２０）の他の領域の何ら
かの形態の溶融または液化がより起こりやすい。この実施形態において、図４に示される
ように、溶接線（４０）はまっすぐではなく、不均一な形状を想定することができる。溶
接線（４０）を得るために２つの端部が一致するように、第２の感光板を切断することが
できる。マイクロ波装置（５０）は、不均一な形状の溶接線（４０）に沿って移動させ、
溶接線上の特定の位置で所定の時間維持し、溶接線（４０）に沿って移動させることで溶
接を行うことができる。有効なシールが得られるように溶接線（４０）に沿って移動させ
るために、マイクロ波装置をプログラムすることができる。
【００３３】
　本発明の方法は、感光板の化学線への像様露光の前に使用することができる。しかし、
別の一実施形態においては、マイクロ波放射を用いて、像様露光した１つまたは複数の板
を溶接することもできる。
【００３４】
　一実施形態においては、マイクロ波放射は、以下：
　約３００ＭＨｚ～約３０，０００ＭＨｚ；
　約４００ＭＨｚ～約２４，０００ＭＨｚ；
　約４２５ＭＨｚ～約９５０ＭＨｚ；
　約４２５ＭＨｚ～約４５０ＭＨｚ；
　約８８５ＭＨｚ～約９２５ＭＨｚ；
　約２４００ＭＨｚ～約２６００ＭＨｚ；
　約２４３５ＭＨｚ～約２４６０ＭＨｚ；
　約５，７００ＭＨｚ～約５，９００ＭＨｚ；
　約５，７８５ＭＨｚ～約５，８１０ＭＨｚ；
　約２３，９８５ＭＨｚ～約２４，０１０ＭＨｚ
の好ましい周波数範囲内にある。
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【００３５】
　マイクロ波放射のさらに好ましい周波数としては４３３ＭＨｚ、８９６ＭＨｚ、９１５
ＭＨｚ、２４５０ＭＨｚ、５８００ＭＨｚ、および２４，０００ＭＨｚが挙げられる。
【００３６】
　一実施形態においては、マイクロ波放射露光の時間は、特定の位置において約１秒～約
１２０秒の範囲内である。好ましい一実施形態においては、マイクロ波放射曝露の時間は
約１秒～約２０秒の範囲内である。露光のさらに好ましい範囲は約１秒～１０秒である。
【００３７】
　一実施形態においては、供給されるマイクロ波出力は約１００Ｗ～２，０００Ｗの範囲
内である。本発明の好ましい一実施形態においては、供給されるマイクロ波出力は約４０
０Ｗ～約２５００Ｗの範囲内である。さらに好ましい範囲においては、出力は約４５０Ｗ
～８００Ｗである。
【００３８】
感光性エレメントの概略
　前述したように、本発明は、２つ以上の感光性エレメントの端部溶接に関する。好まし
くは、端部溶接は、マイクロ波放射をエレメントの局所加熱区域に当てることによって行
われ、その後、感光性エレメントを化学線に像様露光する。
【００３９】
　端部で互いに溶接され、後にフレキソ印刷フォームの作製に使用される感光性エレメン
トは、光重合性組成物の少なくとも１つの層を含む。用語「感光性」は、化学線に応答し
て少なくとも１つの感光層が１つまたは複数の反応、特に光化学反応を開始することがで
きる任意の系を含む。ある実施形態においては、感光性エレメントは、光重合性組成物層
のための支持体を含む。ある実施形態においては、光重合性組成物層は、バインダーと、
少なくとも１種類のモノマーと、光開始剤とを含む。バインダーは熱可塑性バインダーで
あってよい。光開始剤は、化学線に対する感受性を有する。本明細書全体にわたって、化
学線は紫外線および／または可視光を含む。ある実施形態においては、感光性エレメント
は、支持体の反対側で光重合性組成物層に隣接する化学線不透明材料の層を含む。別の実
施形態においては、感光性エレメントは、光重合性組成物層に隣接するその場でのマスク
としての使用に好適な化学線不透明材料の画像を含む。
【００４０】
　特に記載のない限り、用語「感光性エレメント」は、印刷に適した表面を形成するため
の化学線への露光および処理が可能な印刷前駆体を含む。特に記載のない限り、「感光性
エレメント」および「印刷フォーム」は、印刷に好適となる、または印刷に好適である任
意の形態の要素または構造を含み、たとえば、限定するものではないが、平坦シート、板
、継ぎ目のない連続形態、円筒形、スリーブ上の板、およびキャリア上の板を含む。感光
性エレメントから得られる印刷フォームは、フレキソ印刷および活版印刷などの凸版印刷
において最終的に使用される印刷用途を有することが意図される。凸版印刷は、画像領域
から印刷フォームが印刷し、印刷フォームの画像領域は隆起しており、非画像領域はへこ
んでいる印刷方法である。
【００４１】
　感光性エレメントは、光重合性組成物の少なくとも１つの層を含む。本明細書において
使用される場合、用語「光重合性」は、光重合性、光架橋性、またはその両方である系を
含むことを意図している。光重合性組成物層は、バインダーと、少なくとも１種類のモノ
マーと、光開始剤とを含む組成物から形成された固体エラストマー層である。光開始剤は
、化学線に対する感受性を有する。本明細書全体にわたって、化学線は、紫外線および／
または可視光を含む。光重合性組成物の固体層は、１つまたは複数の溶液および／または
熱で処理されて、フレキソ印刷に適したレリーフが形成される。本明細書において使用さ
れる場合、用語「固体」は、画定された体積および形状を有し、その体積または形状を変
化させる傾向にある力に抵抗する層の物理的状態を意味する。光重合性組成物の層は、約
５℃～約３０℃の間の温度である室温において固体である。光重合性組成物の固体層は、
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重合（光硬化）する場合も、重合しない場合もあり、その両方である場合もある。
【００４２】
　感光層は、ガラス転移温度で溶融または流動する。感光層の材料は、通常、固体と液体
との間で明確な転移を示さない粘弾性材料であり、したがってガラス転移温度は固体状態
と液体状態の間で明確な転移温度を有さない場合がある。そのガラス転移温度より低温に
感光層を予備加熱することで、粘弾性材料の流動または溶融が回避される。層を軟化させ
、および／または粘着性にするのに十分であるが、流動または溶融する閾値よりは低い任
意の温度への感光層の予備加熱が好適となる。しかし、本明細書全体にわたって、用語「
軟化」は、組成物が固体状態と液体状態との間で明確な転移温度を有しうるかどうかとは
無関係に、予備加熱された感光層の挙動を表すために使用することができる。本発明の目
的で感光層を「軟化」させるために広い温度範囲を使用することができる。端部のシール
および融合は、プロセスの上首尾の作業中に、より低温でより遅くすることも、より高温
でより速くすることもできる。
【００４３】
　本発明のほとんどの場合で、マイクロ波放射でシールされた隣接する端部の継ぎ目また
は溶接線は、円筒形感光性エレメントの外面上に見ることができる。別の場合では、シー
ルされた隣接する端部の継ぎ目または溶接線は、印刷中に識別できるようになる。感光層
の隣接する端部の溶接とは、隣接する端部が出会う境界線、または継ぎ目、または溶接線
が存在しないように、存在する場合には板上に現像されるレリーフ特徴に好ましくは干渉
しないように、隣接する端部が互いに保持され結合して支持体上に連続相を形成すること
を意味する。積層および融合の後、感光層は感光性材料の連続体となり、感光性エレメン
トは継ぎ目がないと見なすことができる。
【００４４】
　光重合性層中のバインダーは限定されるものではないが、１種類のポリマー、またはポ
リマー混合物であってよい。ある実施形態においては、バインダーは、エラストマー性バ
インダーである。別の実施形態においては、バインダーは、化学線に露光するとエラスト
マーになる。バインダーとしては、共役ジオレフィン炭化水素の天然または合成のポリマ
ー、たとえばポリイソプレン、１，２－ポリブタジエン、１，４－ポリブタジエン、ブタ
ジエン／アクリロニトリル、およびジエン／スチレン熱可塑性エラストマー性ブロックコ
ポリマーが挙げられる。ある実施形態においては、バインダーは、Ａ－Ｂ－Ａ型ブロック
コポリマー（ここで、Ａは非エラストマー性ブロックを表し、Ｂはエラストマー性ブロッ
クを表す）のｏｆａｎである。非エラストマー性ブロックＡは、ビニルポリマー、たとえ
ばポリスチレンなどであってよい。エラストマー性ブロックＢの例としては、ポリブタジ
エンおよびポリイソプレンが挙げられる。ある実施形態においては、エラストマー性バイ
ンダーとしては、ポリ（スチレン／イソプレン／スチレン）ブロックコポリマー、および
ポリ（スチレン／ブタジエン／スチレン）ブロックコポリマーが挙げられる。Ａ－Ｂ－Ａ
型ブロックコポリマーの非エラストマー対エラストマーの比率は、１０：９０～３５：６
５の範囲内とすることができる。バインダーは、水性溶剤、半水性溶剤、水、または有機
溶剤の洗浄溶液に対して可溶性、膨潤性、または分散性であってよい。水性または半水性
の現像液で処理することによって洗い落とすことが可能なエラストマー性バインダーは、
Ｐｒｏｓｋｏｗの米国特許第４，１７７，０７４号明細書、Ｐｒｏｓｋｏｗの米国特許第
４，４３１，７２３号明細書、Ｗｏｒｎｓの米国特許第４，５１７，２７９号明細書、Ｓ
ｕｚｕｋｉらの米国特許第５，６７９，４８５号明細書、Ｓｕｚｕｋｉらの米国特許第５
，８３０，６２１号明細書、およびＳａｋｕｒａｉらの米国特許第５，８６３，７０４号
明細書に開示されている。Ｃｈｅｎの米国特許第４，３２３，６３６号明細書、Ｈｅｉｎ
ｚらの米国特許第４，４３０，４１７号明細書、およびＴｏｄａらの米国特許第４，０４
５，２３１号明細書において議論されているブロックコポリマーは、有機溶剤溶液で処理
することによって洗い落とすことができる。一般に、洗浄現像（ｗａｓｈｏｕｔ　ｄｅｖ
ｅｌｏｐｍｅｎｔ）に好適なエラストマー性バインダーは、加熱後に光重合性組成物層の
未重合領域が軟化、溶融、または流動する熱処理における使用にも好適である。バインダ
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ーは、感光性組成物の少なくとも５０重量％の量で存在することが好ましい。
【００４５】
　本明細書において使用される場合、バインダーという用語は、コアシェルマイクロゲル
、およびＦｒｙｄらの米国特許第４，９５６，２５２号明細書およびＱｕｉｎｎらの米国
特許第５，７０７，７７３号明細書に開示されるようなマイクロゲルと実施した（ｐｅｒ
ｆｏｒｍｅｄ）高分子ポリマーとのブレンドを含んでいる。
【００４６】
　使用できる他の好適な感光性エラストマーとしてはポリウレタンエラストマーが挙げら
れる。好適なポリウレタンエラストマーの一例は、（ｉ）有機ジイソシアネートと、（ｉ
ｉ）イソシアネート基と重合可能な少なくとも２つの遊離水素基を有し、１分子当たり少
なくとも１つのエチレン性不飽和付加重合性基を有する少なくとも１種類の鎖延長剤と、
（ｉｉｉ）５００の最小分子量を有し、イソシアネート基と重合可能な少なくとも２つの
遊離水素含有基を有する有機ポリオールとの反応生成物である。これらの材料の一部のよ
り徹底的な説明に関しては米国特許第５，０１５，５５６号明細書を参照されたい。
【００４７】
　光重合性組成物は、透明で曇ってない感光層が得られて程度までバインダーと相溶性で
ある付加重合可能な少なくとも１種類の化合物を含有する。この付加重合可能な少なくと
も１種類の化合物は、モノマーと記載される場合もある。光重合性組成物中に使用できる
モノマーは、当技術分野において周知であり、そのようなものとしては、少なくとも１つ
の末端エチレン性基を有する付加重合エチレン性不飽和化合物が挙げられるが、これらに
限定されるものではない。一般に、これらのモノマーは比較的低分子量（約３０，０００
未満）である。ある実施形態においては、モノマーは約５０００未満の比較的低分子量で
ある。特に記載のない限り、分子量は重量平均分子量である。付加重合化合物は、オリゴ
マーであってもよく、１種類のオリゴマーまたはオリゴマー混合物であってよい。ある実
施形態は、１０００を超える分子量を有するポリアクリロール（ｐｏｌｙａｃｒｙｌｏｌ
）オリゴマーを含む。組成物は、１種類のモノマー、またはモノマーの組み合わせを含有
することができる。モノマー化合物は、組成物の少なくとも５重量％、ある実施形態にお
いては１０～２０重量％の量で存在する。
【００４８】
　好適なモノマーとしては、限定するものではないが、アルコールおよびポリオールのア
クリレートモノエステル；アルコールおよびポリオールのアクリレートポリエステル；ア
ルコールおよびポリオールのメタクリレートモノエステル；ならびにアルコールおよびポ
リオールのメタクリレートポリエステルが挙げられ；好適なアルコールおよびポリオール
としては、アルカノール、アルキレングリコール、トリメチロールプロパン、エトキシル
化トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、およびポリアクリロールオリゴマー
が挙げられる。他の好適なモノマーとしては、イソシアネート、エステル、エポキシドな
どのアクリレート誘導体およびメタクリレート誘導体が挙げられる。一官能性アクリレー
ト、多官能性アクリレート、一官能性メタクリレート、および／または多官能性メタクリ
レートの組み合わせを使用することができる。好適なモノマーの別の例としては、イソシ
アネート、エステル、エポキシドなどのアクリレートおよびメタクリレート誘導体が挙げ
られる。ある最終用途の印刷フォームにおいては、エラストマー性をエレメントに付与す
るモノマーの使用が望ましい場合がある。エラストマー性モノマーの例としては、アクリ
ル化液体ポリイソプレン、アクリル化液体ブタジエン、高ビニル含有量の液体ポリイソプ
レン、および高ビニル含有量の液体ポリブタジエン（すなわち１－２ビニル基の含有量が
約２０重量％を超える）が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００４９】
　モノマーのさらなる例は、米国特許第２，９２７，０２４号明細書、Ｃｈｅｎの米国特
許第４，３２３，６３６号明細書；Ｆｒｙｄらの米国特許第４，７５３，８６５号明細書
；Ｆｒｙｄらの米国特許第４，７２６，８７７号明細書，およびＦｅｉｎｂｅｒｇらの米
国特許第４，８９４，３１５号明細書にみることができる。
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【００５０】
　光開始剤は、化学線に対して感受性であり、過剰に反応停止することなく１種類または
複数種類のモノマーの重合を開始するフリーラジカルを生成する任意の１種類の化合物ま
たは化合物の組み合わせであってよい。任意の周知の種類の光開始剤、特にフリーラジカ
ル光開始剤、たとえばキノン類、ベンゾフェノン類、ベンゾインエーテル類、アリールケ
トン類、過酸化物類、ビイミダゾール類、ベンジルジメチルケタール、ヒドロキシルアル
キルフェニルアセトフェノン、ジアルコキシアセトフェノン、トリメチルベンゾイルホス
フィンオキシド誘導体、アミノケトン類、ベンゾイルシクロヘキサノール、メチルチオフ
ェニルモルホリノケトン類、モルホリノフェニルアミノケトン類、αハロゲンノアセトフ
ェノン類（ｈａｌｏｇｅｎｎｏａｃｅｔｏｐｈｅｎｏｎｅｓ）、オキシスルホニルケトン
類、スルホニルケトン類、オキシスルホニルケトン類、ベンゾイルオキシムエステル類、
チオキサントロン類（ｔｈｉｏｘａｎｔｈｒｏｎｅｓ）、ケトクマリン類、およびミヒラ
ーケトンを使用することができる。あるいは、光開始剤は、放射線によって活性化する増
感剤によってフリーラジカルが得られる場合に、化合物の１つからフリーラジカルが得ら
れる化合物の混合物であってよい。好ましくは、主要な露光（ならびに後露光およびバッ
クフラッシュ）のための光開始剤は、可視光または紫外線３１０～４００ｎｍの間、好ま
しくは３４５～３６５ｎｍの間に対して感受性である。２２０～３００ｎｍの間、好まし
くは２４５～２６５ｎｍの間の放射線に対して感受性である第２の光開始剤が、場合によ
り光重合性組成物中に存在することができる。処理後、板は、２２０～３００ｎｍの間の
放射線で仕上げをすることで、レリーフ表面を非粘着化することができる。第２の光開始
剤によって、板の非粘着化に必要な仕上げ露光時間が減少する。光開始剤は、光重合性組
成物の重量を基準として一般に０．００１％～１０．０％の量で存在する。
【００５１】
　光重合性組成物は、希望する最終的な性質に依存して他の添加剤を含有することができ
る。光重合性組成物の追加の添加剤としては、増感剤、可塑剤、レオロジー調整剤、熱重
合抑制剤、着色剤、加工助剤、酸化防止剤、オゾン分解防止剤、線量、およびフィラーが
挙げられる。
【００５２】
　エラストマーのフィルム形成性を調節するために可塑剤が使用される。好適な可塑剤の
例としては、脂肪族炭化水素油、たとえば、ナフテン系油およびパラフィン系油；液体ポ
リジエン、たとえば、液体ポリブタジエン；液体ポリイソプレン；ポリスチレン；ポリ－
α－メチルスチレン；α－メチルスチレン－ビニルトルエンコポリマー；水素化ロジンの
ペンタエリスリトールエステル；ポリテルペン樹脂；およびエステル樹脂が挙げられる。
一般に、可塑剤は約５０００未満の分子量を有する液体であるが、最大で約３０，０００
の分子量を有することができる。低分子量の可塑剤は、約３０，０００未満の分子量を含
んでいる。
【００５３】
　光重合性組成物層の厚さは、希望する印刷フォームの種類に依存して広範囲で変動させ
ることができる。一実施形態においては、感光層は約０．０１５インチ～約０．２５０イ
ンチ以上（約０．０３８～約０．６４ｃｍ以上）の厚さを有することができる。別の一実
施形態においては、感光層は約０．１０７インチ～約０．３００インチ（約０．２７～約
０．７６ｃｍ）の厚さを有することができる。ある実施形態においては、感光層は約０．
０２０～０．０６７インチ（０．５ｍｍ～１．７ｍｍ）の厚さを有することができる。さ
らに別の実施形態においては、感光層は約０．００２インチ～０．０２５インチ（０．０
５１～０．６４ｍｍ）の厚さを有することができる。ある実施形態においては、得られる
感光層の厚さは、スリーブ支持体上の連続感光層の厚さよりも厚い。
【００５４】
　感光性エレメントは、感光性組成物の層に隣接する支持体を場合により含むことができ
る。支持体は、印刷フォームの製造に使用される感光性エレメントとともに従来使用され
る任意の材料または材料の組み合わせで構成されてよい。ある実施形態においては、支持



(13) JP 5997289 B2 2016.9.28

10

20

30

40

50

体は、支持体を通過する「バックフラッシュ」露光に対応するため、化学線に対して透明
である。好適な支持体材料の例としては、付加ポリマーおよび線状縮合ポリマーから形成
されるものなどのポリマーフィルム、透明フォーム、および布、たとえばガラス繊維が挙
げられる。特定の最終使用条件下では、金属支持体は放射線に対して透明ではないが、ア
ルミニウム、鋼、およびニッケルなどの金属を支持体として使用することもできる。ある
実施形態においては、支持体はポリエステルフィルムである。一実施形態においては、支
持体はポリエチレンテレフタレートフィルムである。支持体は、シート形態であってもよ
いし、スリーブなどの円筒形であってもよい。スリーブは、印刷用スリーブの形成に従来
使用される任意の材料または材料の組み合わせから形成されてよい。スリーブは、単層、
多層、複合材料、または一体構造を有することができる。スリーブは、化学線に対して通
常は透明であるポリマーフィルムで作製することができ、それによって円筒形印刷エレメ
ント中のフロアを形成するためのバックフラッシュ露光に対応することができる。米国特
許第５，３０１，６１０号明細書に開示されるように、多層スリーブは可撓性材料の層の
間に接着層または接着テープを含むことができる。スリーブは、ニッケルまたはガラスエ
ポキシなどの透明でない化学線を遮断する材料でできていてもよい。スリーブは、同じま
たは異なっていてよく、フィラーおよび／または繊維が混入されていてよい樹脂組成物の
１つまたは複数の層で構成されてもよい。樹脂組成物として好適な材料は限定されず、そ
の例としては、エポキシ樹脂；ポリスチレンおよびポリビニル樹脂、たとえばポリ塩化ビ
ニルおよびポリ酢酸ビニル；フェノール樹脂；ならびに芳香族アミン硬化エポキシ樹脂が
挙げられる。樹脂組成物中に使用される繊維としては、たとえばガラス繊維、アラミド繊
維、炭素繊維、金属繊維、およびセラミック繊維を挙げることができるが、これらに限定
されるものではない。スリーブと併用される繊維としては、連続材料、織布、および／ま
たは巻き付け材料を挙げることができる。繊維強化された樹脂組成物で形成された支持体
が複合スリーブの一例である。ある実施形態においては、支持体は０．００２～０．０５
０インチ（０．００５１～０．１２７ｃｍ）の厚さを有する。スリーブは、約０．０１～
約６．３５ｍｍ以上の肉厚を有することができる。ある実施形態においては、スリーブは
約０．２５～３ｍｍの間の肉厚を有する。ある実施形態においては、スリーブは約１０～
８０ミル（０．２５～２．０ｍｍ）の間、別の実施形態においては１０～４０ミル（０．
２５～１．０ｍｍ）の間の肉厚を有する。
【００５５】
　場合により、エレメントは、支持体と光重合性組成物層との間に接着層を含むか、ある
いは光重合性組成物層に隣接する支持体の表面は、支持体と光重合性組成物層との間に強
い接着を得るために接着促進面を有する。
【００５６】
　光重合性組成物層自体は、バインダー、モノマー、開始剤、および他の成分を混合する
ことによって多くの方法で作製することができる。光重合性混合物からホットメルトを形
成し、次にカレンダー加工によって所望の厚さにすることが好ましい。組成物の溶融、混
合、脱気、および濾過の機能を行うために押出機を使用することができる。均一な厚さを
実現するために、押出ステップをカレンダー加工ステップと組み合わせると好都合な場合
があり、その場合、２つのシートの間、たとえば支持体および一時的なカバーシートとの
間、または１つの平坦なシートと剥離ロールとの間で、高温混合物のカレンダー加工を行
う。あるいは、材料を一時的な支持体の上に押出／カレンダー加工し、後に所望の最終支
持体に積層することができる。エレメントは、好適な混合装置中で成分を配合し、次に好
適な金型中で所望の形状に材料をプレスすることによって作製することもできる。材料は
、一般に支持体とカバーシートとの間でプレスされる。成形ステップは、加圧および／ま
たは加熱を含むことができる。カバーシートは、感光性エレメントが形成されるときに光
重合性組成物層に転写される１つまたは複数の追加層を含むことができる。円筒形の光重
合性エレメントは、任意の好適な方法によって形成することができる。一実施形態におい
ては、円筒形エレメントは、光重合性印刷版をキャリアまたは円筒形支持体、すなわちス
リーブ上に巻き付け、版の端部を結合させて円筒形を形成することで形成することができ
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る。円筒形の光重合性エレメントは、Ｃｕｓｈｎｅｒらの米国特許第５，７９８，０１９
号明細書に開示される方法および装置により作製することもできる。
【００５７】
　感光性エレメントは、少なくとも１つの光重合性組成物層を含み、したがって２層また
は多層構成であってよい。感光性エレメントは、感光層上または感光層に隣接して１つま
たは複数の追加層を含むことができる。ほとんどの実施形態においては、１つまたは複数
の追加の層は、支持体とは反対側の感光層の面上に存在する。追加層の例としては、保護
層、キャッピング層、エラストマー層、障壁層、およびそれらの組み合わせが挙げられる
が、これらに限定されるものではない。１つまたは複数の追加の層は、処理中に全体的ま
たは部分的に取り外し可能であり得る。追加の層の１つまたは複数は、光重合性組成物層
を覆う、または部分的にのみ覆うことができる。
【００５８】
　保護層は、光重合性組成物層の表面を保護し、これによって、感光性エレメントの像様
露光に使用されるマスク材料を容易に除去することができる。感光性エレメントは、少な
くとも１つの光重合性組成物層の上にエラストマー性キャッピング層を含むことができる
。エラストマー性キャッピング層は、通常、光重合性組成物層のカレンダー加工中に感光
性の印刷エレメントの一部となる多層カバー要素の一部である。エラストマー性キャッピ
ング層として好適な多層カバー要素および組成物は、Ｇｒｕｅｔｚｍａｃｈｅｒらの米国
特許第４，４２７，７５９号明細書および米国特許第４，４６０，６７５号明細書に開示
されている。ある実施形態においては、エラストマー性キャッピング層の組成物は、エラ
ストマー性バインダー、ならびに場合によりモノマーおよび光開始剤および他の添加剤を
含み、これらすべては、光重合性組成物層全体に使用されるものと同じ場合も異なる場合
もある。エラストマー性キャッピング層は、光反応性成分を必ずしも含有しなくてもよい
が、その層は最終的には、下にあるバルクの光重合性組成物層と接触するときに感光性と
なる。したがって、化学線に像様露光すると、エラストマー性キャッピング層は、重合ま
たは架橋が起こった硬化部分と、依然として重合していない、すなわち架橋していない未
硬化または未照射部分とを有する。レリーフ表面を形成するために、処理によって、エラ
ストマー性キャッピング層の未重合部分が、光重合性組成物層とともに除去される。化学
線に露光したエラストマー性キャッピング層は、光重合性組成物層の重合領域の表面上に
残存し、印刷版の実際の印刷される表面となる。
【００５９】
　化学線不透明層は、レーザー放射線、通常は赤外レーザー放射線が、感光性エレメント
のための画像のマスクを形成するために（従来の画像透過原稿またはフォトツールの代わ
りに）使用されるデジタルダイレクト刷版画像形成技術（ｄｉｇｉｔａｌ　ｄｉｒｅｃｔ
－ｔｏ－ｐｌａｔｅ　ｉｍａｇｅ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）において使用される。化学線
不透明層は、光重合性材料の感受性に対応する化学線に対して実質的に不透明である。デ
ジタル方法では、レーザー放射線を用いて、光重合性組成物層上のマスク画像、または上
に配置されるマスク画像がその場で形成される。マスク画像を形成するデジタル方法は、
像様露光の前に感光性エレメントを作製するために１つまたは複数のステップが必要とな
る。一般に、その場でマスクを形成するデジタル方法は、放射線不透明層を、支持体とは
反対側の感光性エレメントの表面から選択的に除去するか、表面に選択的に転写するかの
いずれかである。化学線不透明層は、不透明層を選択的に除去または転写することができ
るレーザー放射線に対して感受性でもある。一実施形態においては、化学線不透明層は、
赤外レーザー放射線に対して感受性である。感光性エレメント上に放射線不透明層を使用
してマスクを形成する方法は限定されない。
【００６０】
　一実施形態においては、感光性エレメントは、上に配置された化学線不透明層を含むこ
とができ、支持体の反対側の光重合性組成物層の表面全体を覆うまたは実質的に覆う。こ
の実施形態においては、Ｆａｎの米国特許第５，２６２，２７５号明細書、Ｆａｎの米国
特許第５，７１９，００９号明細書、Ｆａｎの米国特許第６，５５８，８７６号明細書、
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Ｆａｎの欧州特許出願公開第０　７４１　３３０　Ａ１号明細書、およびＶａｎ　Ｚｏｅ
ｒｅｎの米国特許第５，５０６，０８６号明細書および米国特許第５，７０５，３１０号
明細書に開示されるように、赤外レーザー放射線が、放射線不透明層を像様に除去し、す
なわち消散または蒸発させて、その場でマスクが形成される。Ｖａｎ　Ｚｏｅｒｅｎの米
国特許第５，７０５，３１０号明細書に開示されるように、感光性エレメントから材料が
除去されるときにその材料を捕捉するために、レーザー露光中に、放射線不透明層に隣接
する材料捕捉シートが存在することができる。感光性エレメントから除去されなかった放
射線不透明層の部分のみが、エレメント上に残存してその場のマスクを形成する。
【００６１】
　ある実施形態においては、化学線不透明層は、放射線不透明材料、赤外線吸収材料、お
よび場合によりバインダーを含む。カーボンブラックおよび黒鉛などの暗色の無機顔料、
顔料混合物、金属、および金属合金は、一般に、赤外線感受性材料および放射線不透明材
料の両方として機能する。場合により使用されるバインダーは、限定するものではないが
、自己酸化性ポリマー；非自己酸化性ポリマー；熱化学的に分解可能なポリマー；ブタジ
エンおよびイソプレンとスチレンおよび／またはオレフィンとのポリマーおよびコポリマ
ー；熱分解性ポリマー；両性インターポリマー；ポリエチレンワックス、剥離層として従
来使用されるポリアミド、ポリビニルアルコール、ヒドロキシアルキルセルロース、およ
びエチレンと酢酸ビニルとのコポリマーなどの材料；ならびにそれらの組み合わせなどの
ポリマー材料である。化学線不透明層の厚さは、感受性および不透明性の両方を最適化さ
せる範囲内となるべきであり、一般に約２０オングストローム～約５０マイクロメートル
である。化学線不透明層は、化学線を効果的に遮断し、および下にある光重合性組成物層
の重合を効果的に阻止するために、２．０を超える透過光学濃度を有するべきである。
【００６２】
　感光性エレメントが円筒形である一実施形態においては、エレメントは、感光層（また
は存在する場合には別の層）の上に赤外線（ＩＲ）感光層をさらに含む。ＩＲ感光層は、
感光性エレメントの一体型マスキング層を形成することができる。好ましいＩＲ感光層は
、化学線に対して不透明であり、すなわち少なくとも１．５の光学濃度を有し；好ましく
は赤外レーザーを用いたアブレーションによって画像形成可能であり；処理中に除去可能
である、すなわち現像液に対して可溶性または分散性である、または熱現像中に除去可能
である。ＩＲ感光層は、波長（７５０～２０，０００ｎｍの間の赤外範囲において高い吸
収を示す材料、たとえば、多置換フタロシアニン化合物、シアニン染料、メロシアニン染
料など、無機顔料、たとえば、カーボンブラック、黒鉛、二酸化クロムなど、または金属
、たとえばアルミニウム、銅などを含有する。赤外線吸収材料の量は、通常、層の全重量
に対して０．１～４０重量％である。化学線を遮断するために望ましい光学濃度を実現す
るために、赤外感光層は、化学線の透過を妨害する材料を含有する。ある実施形態におい
ては、光学濃度は２．０～３．０の間となることができる。ある実施形態においては、光
学濃度は２．６～３．４の間となることができる。この化学線遮断材料は、赤外線吸収材
料と同じ場合も異なる場合もあり、たとえば染料または顔料であってよく、特に前述の無
機顔料であってよい。この材料の量は、通常、層の全重量に対して１～７０重量％である
。赤外感光層は、場合により、ポリマーバインダー、たとえば、ニトロセルロース、アク
リレートと、メタクリレートと、スチレンとのホモポリマーまたはコポリマー、ポリアミ
ド、ポリビニルアルコールなどを含む。可塑剤、コーティング助剤などの他の補助剤も可
能である。赤外感光層は、通常、感光層上の層として前述の成分の溶液または分散液をコ
ーティングし、続いてそれを乾燥させることによって形成される。赤外感光層の厚さは、
通常２ｎｍ～５０μｍ、好ましくは４ｎｍ～４０μｍである。これらの赤外感光層および
それらの形成は、たとえば国際公開第９４／０３８３８号パンフレットおよび国際公開第
９４／３８３９号パンフレットに詳細に記載されている。
【００６３】
　円筒形エレメントを含む実施形態において、円筒形感光性エレメントは、フレキソ印刷
に好適な印刷フォーム上にレリーフ表面を形成するための露光（像様露光および場合によ
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りバックフラッシュ露光を含む）および処理の従来ステップを行うことによって、円筒形
印刷フォームに変換される。
【００６４】
　この方法は、感光性組成物の層を提供するステップと、感光性組成物の層を円筒形支持
体に取り付けるステップとを含む。ある実施形態においては、円筒形支持体の感光層への
取り付けまたは接合または連結（「取り付け」）は、接着の目的で互いに接触させる前に
、円筒形支持体および／または感光層を予備加熱するステップを含む（「予備加熱ステッ
プ」）。別の実施形態においては、円筒形支持体の感光層への取り付けは、円筒形支持体
および感光層の間に接着層を導入することで行われる（「接着ステップ」）。ある実施形
態においては、接着ステップは予備加熱ステップとともに、取り付けの目的で使用される
。提出された出願のＩＭ１３５２には、感光層を円筒形支持体に取り付ける予備加熱ステ
ップが詳細に記載されている。感光層を円筒形支持体に取り付ける方法は限定されない。
本発明は、感光性エレメントを円筒形支持体に取り付けた後に、仕上げ媒体に曝露するこ
とによって、感光性エレメントの継ぎ目のない平滑な表面を得ることに関する。
【００６５】
　感光性に悪影響を与えることなく熱および圧力の影響下で接合可能なあらゆる熱可塑的
に加工可能な固体感光層が使用に適している。感光層と円筒形支持体の外面との間の接着
促進剤などの接着手段によって円筒形支持体に接着する、熱可塑性である必要はないが、
熱可塑性であってよい感光層も含まれる。
【００６６】
　熱可塑的に加工可能な固体感光層としては、特に、印刷レリーフ版の製造のためにそれ
自体周知である、加熱すると軟化する、または加圧下で接着接合を示す固体ポリマー感光
層が挙げられる。固体感光層は、少なくとも１種類の熱可塑性バインダー、モノマー、お
よび光開始剤を含む。本明細書において使用される場合、用語「固体」は、画定された体
積および形状を有し、その体積または形状を変化させる傾向にある力に抵抗する層の物理
的状態を意味する。感光層は、一般に室温において固体であると見なされる。
【００６７】
　露光プロセスは、通常、背面露光および前面像様露光を含むが、前者は厳密には必要で
はない。背面露光または「バックフラッシュ」は、像様露光の前、後、または最中に行う
ことができる。像様露光前のバックフラッシュが一般に好ましい。
【００６８】
　場合により、予備加熱または仕上げ媒体への曝露の後に、層中に重合材料の浅い層のフ
ロアを形成するために、感光性全体を化学線に露光することができる。フロアを形成する
ためお全体的な露光は、多くの場合、バックフラッシュ露光と呼ばれる。層を支持体に接
触させる前に感光層のバックフラッシュ露光が行われる一実施形態において、形成される
フロアは支持体に隣接するため、バックフラッシュ露光は感光層の接触面に対して行われ
る。ある実施形態においては、バックフラッシュ露光は、シート支持体（存在する場合）
が感光層の接触面から除去された後に行われる。別の実施形態においては、バックフラッ
シュ露光は、シート支持体（存在する場合）が感光層の接触面から除去される前に行われ
る。バックフラッシュ時間は数秒～約１０分の範囲とすることができる。バックフラッシ
ュ露光は、感光層を増感させ、ハイライトドット解像度に役立ち、印刷フォームのレリー
フの深さも確立することができる。フロアによって、より良い機械的完全性が感光性エレ
メントに付与される。ある実施形態においては、円筒形支持体が化学線に対して透明であ
る場合、バックフラッシュ露光は、円筒形感光性エレメントが形成された後に行うことが
できる。この場合、フロアを形成するための露光は、感光層の支持体への接着を改善する
こともできる。ある実施形態においては、バックフラッシュ露光は、円筒形感光性エレメ
ントの形成の後であるが、円筒形感光性エレメントの継ぎ目のない平滑な表面を形成する
ために光重合性層の一部を除去するための仕上げ媒体への曝露の前に行うことができる。
ある実施形態においては、バックフラッシュ露光は、円筒形感光性エレメントが形成され
た後で、円筒形感光性エレメントの継ぎ目のない平滑な表面を形成するために光重合性層
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の一部を感光性エレメントから除去するための仕上げ媒体への円筒形感光性エレメントの
曝露のステップの後に行うことができる。バックフラッシュ露光は、一般に、レリーフフ
ォームを形成するための感光性エレメントの化学線への露光の前に行われることに留意さ
れたい。同様に、一実施形態においては、光重合性層の一部を感光性エレメントから除去
するための仕上げ媒体への曝露のステップは、一般に、レリーフフォームを形成するため
の感光性エレメントの化学線への露光の前に行われることにも留意されたい。しかし、別
の一実施形態においては、光重合性層の一部を感光性エレメントから除去するための仕上
げ媒体への円筒形感光性エレメントの曝露のステップは、レリーフフォームを形成するた
めの感光性エレメントの化学線への露光の後に行うことができる。
【００６９】
　像様露光後、感光層の放射線に露光した領域は不溶性状態に変化し、層の未露光領域で
は顕著な重合および架橋は起こらない。任意の従来の化学線源をこの露光に使用すること
ができる。好適な放射線源の例としては、キセノンランプ、水銀蒸気ランプ、炭素アーク
ランプ、アルゴングローランプ、ＵＶ線を発する蛍光物質と電子フラッシュ装置とを有す
る蛍光灯、および写真用フラッドランプが挙げられる。通常、水銀蒸気アークまたは太陽
灯を、感光性エレメントから約１．５～約６０インチ（約３．８～約１５３ｃｍ）の距離
で使用することができる。これらの放射線源は、一般に３１０～４００ｎｍの間の長波Ｕ
Ｖ線を放出する。放射線強度およびスペクトルエネルギー分布、感光性エレメントからの
距離、ならびに光重合性材料の性質および量、露光時間は数秒から数分で変動させること
ができる。
【００７０】
　像様露光は、画像を有するフォトマスクを介して感光性エレメントを露光することによ
って行うことができる。フォトマスクは、独立したフィルム、すなわち、画像を有する透
過原稿またはフォトツール、たとえばハロゲン化銀フィルムであってよいし、またはフォ
トマスクは、前述のように感光性エレメントと一体となっていてもよい。フォトマスクが
独立したフィルムである場合、場合により使用されるカバーシートは、通常、像様露光の
前に除去され、感光性エレメント上に剥離層が残る。通常の真空プロセスによって、たと
えば一般的な真空フレームを使用することによって、フォトマスクを感光性エレメントの
剥離層と密接に接触させる。したがって、感光性エレメントとフォトマスクとの間の実質
的に均一で徹底的な接触を許容される時間で実現することができる。
【００７１】
　円筒形感光性エレメント上に一体化されたフォトマスクを形成することが好ましい。特
に好ましい一実施形態においては、感光性エレメントは、一体化されたフォトマスクとな
るＩＲ感光層を含む。ＩＲ感光層を、ＩＲレーザー放射線に像様露光することで、感光性
エレメント上にフォトマスクが形成される。赤外レーザーの露光は、７５０～２０，００
０ｎｍの範囲内で発光する様々な種類の赤外レーザーを用いて行うことができる。７８０
～２，０００ｎｍの範囲内で発光するダイオードレーザー、および１０６４ｎｍで発光す
るＮｄ：ＹＡＧレーザーなどの赤外レーザーが好ましい。いわゆるデジタル画像形成にお
いては、放射線不透明層を赤外レーザー放射線に像様露光することで、光重合性組成物層
の上に存在または配置される画像、すなわちインサイチュマスクが形成される。Ｆａｎの
米国特許第５，２６２，２７５号明細書および米国特許第５，７１９，００９号明細書；
ならびにＦａｎの欧州特許第０　７４１　３３０　Ｂ１号明細書に開示されるように、赤
外レーザー放射線によって、赤外感光層（すなわち、放射線不透明層）を光重合性組成物
層から選択的に除去、たとえば消散または蒸発させることができる。一体化したフォトマ
スクは、後のＵＶ前露光、化学線への主要な像様露光、および現像のステップで、感光性
エレメント上に残存する。
【００７２】
　別の一実施形態においては、マスクはデジタル方式で形成することができる。インサイ
チュマスクのデジタル形成の場合、感光性エレメントは、最初は化学線不透明層を含まな
い。通常は光重合性組成物層である、支持体の反対側の感光性エレメントの表面に放射線
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不透明層が隣接するように、放射線不透明層を有する別のエレメントと感光性エレメント
との組立体を形成する（存在する場合、感光性エレメントに関連するカバーシートは、通
常、組立体を形成する前に除去される）。別のエレメントは、デジタル露光プロセスに役
立つ放出層または加熱層などの１つまたは複数の他の層を含むことができる。これに関し
て、放射線不透明層は、赤外線に対して感受性でもある。Ｆａｎらの米国特許第５，６０
７，８１４号明細書、ならびにＢｌａｎｃｈｅｔｔの米国特許第５，７６６，８１９号明
細書、米国特許第５，８４０，４６３号明細書、および欧州特許出願公開第０　８９１　
８７７　Ａ号明細書に開示されるように、組立体に赤外レーザー放射線を像様露光するこ
とで、放射線不透明層を選択的に転写するか、放射線不透明層の接着バランスを選択的に
変化させて、光重合性組成物層上に存在するまたは配置される画像を形成する。像様転写
プロセスの結果、放射線不透明層の転写された部分のみが感光性エレメント上に存在して
、インサイチュマスクを形成する。
【００７３】
　別の一実施形態においては、感光性エレメント上にインクジェットインクの形態で放射
線不透明材料を像様塗布することで、デジタルマスク形成を行うことができる。インクジ
ェットインクの像様塗布は、光重合性組成物層上に直接行うことができるし、感光性エレ
メント上の別の層上の光重合性組成物層の上に配置することもできる。デジタルマスク形
成を行うことができる別の考慮される方法は、別個のキャリア上に放射線不透明層のマス
ク画像を形成する方法である。ある実施形態においては、別個のキャリアは、レーザー放
射線に像様露光して放射線不透明材料が選択的に除去され画像が形成された放射線不透明
層を含む。次に、熱および／または圧力を加えることで、キャリア上のマスク画像を、支
持体とは反対側の光重合性組成物層の表面に転写する。光重合性組成物層は通常は粘着性
であり、転写された画像を保持する。次に、前露光および／または像様露光の前に別個の
キャリアをエレメントから除去することができる。別個のキャリアは、レーザー放射線に
像様露光して放射線不透明材料が選択的に除去され画像が形成される赤外感光層を有する
ことができる。この種類のキャリアの一例は、Ｒｅｘａｍ，ＩｎｃのＬａｓｅｒＭａｓｋ
（登録商標）画像フィルムである。
【００７４】
　感光性印刷エレメントは、エレメントの最上層の上に一時的なカバーシートを含むこと
もでき、これは印刷フォームの作製前に除去される。カバーシートの目的の１つは、保管
および取り扱い中の感光性印刷エレメントの最上層を保護することである。カバーシート
に好適な材料の例としては、ポリスチレン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリカーボ
ネート、フルオロポリマー、ポリアミド、またはポリエステルの薄いフィルムが挙げられ
、これに剥離層を下塗りすることができる。カバーシートは、好ましくはＭｙｌａｒ（登
録商標）ポリエチレンテレフタレートフィルムなどのポリエステルフィルムから製造され
る。
【００７５】
　画像を有するマスクを介したＵＶ線への全体露光の後、感光性エレメントは、光重合性
組成物層中の未重合領域を除去するために処理され、それによってレリーフ画像が形成さ
れる。本発明の場合、感光性印刷エレメントの処理は、１つまたは複数の熱処理および／
または１つまたは複数の溶剤系処理（湿式処理）を含む。たとえば、光重合性組成物層の
熱現像では、光重合性組成物層を、未重合領域が溶融または軟化する現像温度まで加熱し
、現像媒体の吸収材料と接触させて、未重合材料を吸い取る。
【００７６】
　感光性エレメントの露光（および処理）の後の印刷フォームは、デュロメーターが約２
０～約８５のショアＡである。ショアデュロメーターは、押し込みに対する材料の抵抗性
の尺度の１つである。ショアＡのデュロメーターは、軟質ゴムまたはエラストマー材料に
典型的に使用される尺度であり、値が大きいほど、貫入に対する抵抗性が大きい。一実施
形態においては、印刷フォームはショアＡデュロメーターが約５０未満～約２０である。
別の一実施形態においては、印刷フォームはショアＡデュロメーターが約４０未満～約２
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５である。別の一実施形態においては、印刷フォームはショアＡデュロメーターが約３５
未満～約３０である。ショアＡデュロメーターが約４０未満の印刷フォームは、段ボール
板紙への印刷に特に適している。印刷フォームのデュロメーターは、ＤＩＮ　５３，５０
５またはＡＳＴＭ　Ｄ２２４０－００に記載の標準手順により測定することができる。あ
る実施形態においては、印刷フォームは、印刷フォームと同じまたは異なる弾力性を有す
るキャリア上に搭載することができる。キャリアの弾力性は、全体の印刷フォームパッケ
ージ（即ちキャリアおよび印刷フォーム）の全体的な弾力性に影響を与えることがあり、
その結果パッケージのデュロメーターが印刷フォームと異なる場合がある。
【実施例】
【００７７】
実験
実施例１
　２つのＣｙｒｅｌ（登録商標）感光板（Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒ
ｓ＆Ｃｏ．Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，Ｄｅｌ．製）を並べて配置し、溶接される端部を接近
させて配置した。２つの板の上に中程度の水平力を加えて、板をその場所に維持した。板
をＴｅｆｌｏｎ（登録商標）バッキングまたは支持体上に搭載した。
【００７８】
　接近するマイクロ波放射の焦点に所望の溶接線が存在するように、アルミニウム集中導
波管アプリケーターを含むマイクロ波放射装置を、Ｃｙｒｅｌ（登録商標）板の上に配置
した。アプリケーターは８６ｍｍ×６ｍｍの開口部を有した。導波管接合部から開口部ま
での焦点位置の長さは９０ｍｍであった。アプリケーターは、８６ｍｍ×４３０ｍｍの断
面寸法を有する標準的なＷＲ－３４０導波管に取り付けた。マイクロ波出力源は、Ａｓｔ
ｅｘ，Ｉｎｃ．製造のＭｏｄｅｌ　Ｎｏ．ＡＸ２１１５であり、最大出力は１５００Ｗ、
周波数は２．４５０ＧＨｚであり、Ａｓｔｅｘ製造のマグネトロン源のモデル番号ＳＸＲ
ＨＡに接続した。マイクロ波導波管はＴＥ１０モードで動作させた。マイクロ波出力は５
００Ｗに調整した。マイクロ波放射を４秒間当てた。
【００７９】
　表１は上記実験の結果を示している。２つの板は首尾良く溶接された。２つのＣｙｒｅ
ｌ（登録商標）板の間の溶接線は見ることができた。しかし、溶接プロセスによる圧痕は
存在しなかった。
【００８０】
実施例２
　２つのＣｙｒｅｌ（登録商標）感光板（Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒ
ｓ＆Ｃｏ．Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，Ｄｅｌ．製）を並べて配置し、溶接される端部を接近
させて配置した。２つの板の上に中程度の水平力を加えて、板をその場所に維持した。板
をＴｅｆｌｏｎ（登録商標）バッキングまたは支持体上に搭載した。
【００８１】
　接近するマイクロ波放射の焦点に所望の溶接線が存在するように、アルミニウム集中導
波管アプリケーターを含むマイクロ波放射装置を、Ｃｙｒｅｌ（登録商標）板の上に配置
した。アプリケーターは８６ｍｍ×６ｍｍの開口部を有した。導波管接合部から開口部ま
での焦点位置の長さは９０ｍｍであった。アプリケーターは、８６ｍｍ×４３０ｍｍの断
面寸法を有する標準的なＷＲ－３４０導波管に取り付けた。マイクロ波出力源は、Ａｓｔ
ｅｘ，Ｉｎｃ．製造のＭｏｄｅｌ　Ｎｏ．ＡＸ２１１５であり、最大出力は１５００Ｗ、
周波数は２．４５０ＧＨｚであり、Ａｓｔｅｘ製造のマグネトロン源のモデル番号ＳＸＲ
ＨＡに接続した。マイクロ波導波管はＴＥ１０モードで動作させた。マイクロ波出力は５
００Ｗに調整した。マイクロ波放射を６秒間当てた。
【００８２】
　表１は上記実験の結果を示している。２つの板は首尾良く溶接された。２つのＣｙｒｅ
ｌ（登録商標）板の間の溶接線は見ることができたが、実施例１の溶接線と比較するとは
るかにわかりにくかった。また、溶接プロセスによる圧痕は存在しなかった。Ｔｅｆｌｏ
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ｎ（登録商標）バッキングに板が粘着することで、Ｃｙｒｅｌ（登録商標）板上にわずか
な変色が観察された。
【００８３】
実施例３
　２つのＣｙｒｅｌ（登録商標）感光板（Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒ
ｓ＆Ｃｏ．Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，Ｄｅｌ．製）を並べて配置し、溶接される端部を接近
させて配置した。２つの板の上に中程度の水平力を加えて、板のその場所に維持した。板
をＴｅｆｌｏｎ（登録商標）バッキングまたは支持体上に搭載した。
【００８４】
　接近するマイクロ波放射の焦点に所望の溶接線が存在するように、アルミニウム集中導
波管アプリケーターを含むマイクロ波放射装置を、Ｃｙｒｅｌ（登録商標）板の上に配置
した。アプリケーターは８６ｍｍ×６ｍｍの開口部を有した。導波管接合部から開口部ま
での焦点位置の長さは９０ｍｍであった。アプリケーターは、８６ｍｍ×４３０ｍｍの断
面寸法を有する標準的なＷＲ－３４０導波管に取り付けた。マイクロ波出力源は、Ａｓｔ
ｅｘ，Ｉｎｃ．製造のＭｏｄｅｌ　Ｎｏ．ＡＸ２１１５であり、最大出力は１５００Ｗ、
周波数は２．４５０ＧＨｚであり、Ａｓｔｅｘ製造のマグネトロン源のモデル番号ＳＸＲ
ＨＡに接続した。マイクロ波導波管はＴＥ１０モードで動作させた。マイクロ波出力は７
５０Ｗに調整した。マイクロ波放射を８秒間当てた。
【００８５】
　表１は上記実験の結果を示している。２つの板は首尾良く溶接された。２つのＣｙｒｅ
ｌ（登録商標）板の間の溶接線は全く見えなかった。また、溶接プロセスによる圧痕は存
在しなかった。実施例２で見られた溶接線の変色の問題でさえも解決された。溶接サンプ
ル中に変色は見られなかった。
【００８６】
【表１】

　以下、本明細書に記載の主な発明につき列記する。
［１］
　印刷フォームとして使用するために、少なくとも２つの感光性エレメントを互いに溶接
する方法であって：
　（ａ）熱可塑性バインダーと、モノマーと、光開始剤とを含む感光層をそれぞれが含む
、前記少なくとも２つの感光性エレメントを提供するステップと；
　（ｂ）第２の感光性エレメントの端部と溶接する第１の感光性エレメントの端部が、互
いに密接に接触して溶接線を形成するように、前記少なくとも２つの感光性エレメントを
並べて配置するステップと；
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　（ｃ）マイクロ波放射手段からマイクロ波放射を加えるステップであって、前記マイク
ロ波放射が、前記端部の実質的に近傍の領域上に当たるステップと、を含む、方法。
［２］
　前記少なくとも２つの感光性エレメントが平面形状である、前記［１］に記載の方法。
［３］
　前記少なくとも２つの感光性エレメントが円筒形エレメントであり、前記第１の感光性
エレメントの前記端部、および前記第２の感光性エレメント前記端部が、前記少なくとも
２つの感光性エレメントのそれぞれの２つの円形端部の一方と関連する、前記［１］に記
載の方法。
［４］
　前記溶接線が不均一である、前記［１］に記載の方法。
［５］
　前記マイクロ波放射に露光した前記感光性エレメントが、マイクロ波放射への露光時に
おいて化学線に像様露光されない、前記［１］に記載の方法。
［６］
　前記マイクロ波放射に露光した前記感光性エレメントが、マイクロ波放射への露光時に
おいて、化学線に像様露光される、前記［１］に記載の方法。
［７］
　前記感光性エレメントが、化学線にさらに像様露光される、前記［５］に記載の方法。
［８］
　前記感光性エレメントが熱現像プロセスまたは溶剤現像プロセスによって現像される、
前記［６］または［７］に記載の方法。
［９］
　前記第１の感光性エレメントの前記端部が前記第２の感光性エレメントの前記端部と重
なり合う、前記［１］に記載の方法。
［１０］
　前記マイクロ波放射の周波数が約３００ＭＨｚ～約３０，０００ＭＨｚの範囲内である
、前記［１］に記載の方法。
［１１］
　前記マイクロ波放射の周波数が、４３３ＭＨｚ、８９６ＭＨｚ、９１５ＭＨｚ、２，４
５０ＭＨｚ、５，８００ＭＨｚ、および２４，０００ＭＨｚからなる群から選択される、
前記［１０］に記載の方法。
［１２］
　前記マイクロ波放射が、約１（秒）～約１２０（秒）の範囲内の時間間隔で、前記溶接
線の実質的に近傍の前記領域に当たる、前記［１］に記載の方法。
［１３］
　前記マイクロ波放射が、約１（秒）～約１０（秒）の範囲内の時間間隔で、前記溶接線
の実質的に近傍の前記領域に当たる、前記［１２］に記載の方法。
［１４］
　供給される前記マイクロ波の出力が約１００Ｗ～２，０００Ｗの範囲内である、前記［
１］に記載の方法。
［１５］
　供給される前記マイクロ波の出力が約４５０Ｗ～８００Ｗの範囲内である、前記［１４
］に記載の方法。
［１６］
　前記［１５］に記載の方法によって製造されたフレキソ印刷フォーム。
［１７］
　円筒形感光性エレメントを印刷フォームとして使用するために、前記感光性エレメント
の２つの端部を互いに溶接する方法であって：
　（ａ）熱可塑性バインダーと、モノマーと、光開始剤とを含む感光層を含む前記感光性



(22) JP 5997289 B2 2016.9.28

10

20

30

40

エレメントを提供するステップと；
　（ｂ）互いに溶接される２つの端部が、互いに密接に接触して溶接線を形成するように
、円筒形感光性エレメントの前記２つの端部を並べて配置するステップと；
　（ｃ）マイクロ波放射手段からマイクロ波放射を加えるステップであって、前記マイク
ロ波放射が、前記端部の実質的に近傍の領域上に当たるステップと、を含む、方法。
［１８］
　前記溶接線が不均一である、前記［１７］に記載の方法。
［１９］
　前記マイクロ波放射に露光した前記感光性エレメントが、マイクロ波放射への露光時に
おいて化学線に像様露光されない、前記［１７］に記載の方法。
［２０］
　前記マイクロ波放射に露光した前記感光性エレメントが、マイクロ波放射への露光時に
おいて、化学線に像様露光される、前記［１９］に記載の方法。
［２１］
　前記感光性エレメントが化学線に像様露光される、前記［１９］に記載の方法。
［２２］
　前記感光性エレメントが熱現像プロセスまたは溶剤現像プロセスによって現像される、
前記［１９］に記載の方法。
［２３］
　前記円筒形感光性エレメントの前記２つの端部が互いに重なり合う、前記［１７］に記
載の方法。
［２４］
　前記マイクロ波放射の周波数が約３００ＭＨｚ～約３０，０００ＭＨｚの範囲内である
、前記［１７］に記載の方法。
［２５］
　前記マイクロ波放射の周波数が、４３３ＭＨｚ、８９６ＭＨｚ、９１５ＭＨｚ、２，４
５０ＭＨｚ、５，８００ＭＨｚ、および２４，０００ＭＨｚからなる群から選択される、
前記［２４］に記載の方法。
［２６］
　前記マイクロ波放射が、約１（秒）～約１２０（秒）の範囲内の時間間隔で、前記溶接
線の実質的に近傍の前記領域に当たる、前記［１７］に記載の方法。
［２７］
　前記マイクロ波放射が、約１（秒）～約１０（秒）の範囲内の時間間隔で、前記溶接線
の実質的に近傍の前記領域に当たる、前記［２６］に記載の方法。
［２８］
　供給される前記マイクロ波の出力が約１００Ｗ～２，０００Ｗの範囲内である、前記［
１７］に記載の方法。
［２９］
　供給される前記マイクロ波の出力が約４５０Ｗ～８００Ｗの範囲内である、前記［２８
］に記載の方法。
［３０］
　前記［２９］に記載の方法により製造されたフレキソ印刷フォーム。
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